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Summary 
1. Purpose of Study 
The purpose of this study is to analyze the problems on the land-ownership under the 
Japanese Capitalism today. 
2. Object of Study 
The object of this study is the land-ownership of HOKUTAN Co.， which is one of the 
largest land-owners in Hokkaido， as well as in Japan. 
3. Construction of this paper 
This study consists of 7 chapters. 
Chapter 1 ~ 4 and the first half of chapter 5 are on the last paper. The second half of 
chapter 5 is written on this凹 per.The rest of chapters (from chapter 6 on)紅 eto be printed 
later. 
1) Historical formation of land-ownership in Japan and Hokkaido. 
2) Foundation and historical development at HOKUTAN Co. 
3) The historical formation of the land-ownership in HOKUTAN Co. 
4) The base of historical development in this land-owners-management. 
5) Business at historical development of its land-owners-management. 
6) Supplement 
7) Summarization 
8) Historical materials for this study. 
4. Contents of this paper 
The auther analyzed the historical development of this land-owners-management， which 
will be divided into 3 historical time stages before World war I as lollows. 
(1) The品rststage ( 1898~1917 ) 
(2) The second stage (1918~1934) 
(3) The third stage ( 1935~1950) 
In this paper (3) stage and short summarization are written. 
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4) 第 3 期・戦時解体期 (1935~1950)
この第3期について，北炭山林史では「第2次施業案
期J(昭和10年~17年)と戦時から戦後にかけての「単独
施業案期J(昭和18年~25年)の 2 期に区分しているが，
われわれはこの期を諸土地経営の総体としての山林経営
の解体期として上記のような時代区分を設定する.
(1) 第2次施業案の編成とその施業方針~カラマツ
単純一斉造林施業への移行~
前期末の昭和7， 8年ころより，北海道における坑木
の需給関係は，一方では民有林未開地の開拓の進行によ
る坑木用丸太の出材量の減少，他方では1931年(昭6)の
満州事変を契機とする戦時経済体制jへの移行による石炭
生産の増大により，道内での自給が困難になりはじめて
いた.このような状況に対して北炭本社は，昭和8年樺
太材の導入，同11年には東北地方に集荷圏を広げるなど
の対応策をとっていた. (r北炭山林史」前掲 p.50参照)
このような対応策と向時に，その社有林経営において
は昭和9年「社有林施業案」を編成しその経営方針の
転換により「坑木ことに小丸太の自家供給または需給緩
和J(同上 p.41)をはからんとした.この施業案は「社
有山林ノ取扱ニ就テハ従来其ノ重点ヲ天然更新ニ置キ
長期ノ輪伐期ヲ採用シタリシモ，社有林ノ大部分ハ潤葉
樹林ナルヲ以テ此ノ方法ニテハ細物松丸太ノ生産意ノ如 、
クナラズ……(中略)……且ツ木材パルプニヨル製紙又ハ
人絹工業ノ隆盛ハ，其ノ原料ノ供給ヲ此ノ坑木細丸太ノ
領域ニ求メ来ル事モ予メ考慮を要スベキ事柄ニシテ……
(中略)・・….会社ハ幸ニ今日 36，000余町歩ノ山林ヲ所有
セノレヲ以テ，昭和10年ヲ劃期トシテ山林取扱ノ一部ヲ変
更、ンP 此ノ細物松丸太ノ生産自給ノ計画ノ為・・・ J (向
上 p.42)という基本方針のもとに，今後25年間にカラマ
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ツ人工造林地12，500町歩を造成し昭和35年以降に年間
18万石のカラマツ坑木を供給するというものであった.
そのために「採算不能ノ区域2万町歩ハ天然ノ保護育成
ニヨリ成林ヲ期スル事J(向上 p.42r施業案要領(2)J)さ
らには「天然林は今後30年間ニ伐採スル事J(同上 p.43
(4) また採算不能の 2万町歩に対しては「交通関ケ叉ハ
林木価格ノ騰貴等ニヨリ漸次人工植林ヲ行ヒ得ルコトト
ナルベキ部分4，000町歩ハ将来採炭計画ノ発展ト共ニ第
二次的計画ニ於テ人工植栽シ増幅ヲ考慮セントスJ (同
上 p.44 r説明」の(2) とした.つまり，人工造林主義へ
の転換であり，天然林の皆伐跡地の造林不採算地を「天
然更新」として放置する方針をとり，大正初年以来の人
工造林を中心としつつも，その補完として続いていた天
然林施業を否定するようになったので、ある.この方針
は， 1937年(昭12)の「施業案の更新」でさらに強化さ
れ，その年間造林面積を一挙に施業案の 2倍の 1，000町
歩に引き上げ， 25年後には造林地25，000町歩，年間36万
石のカラマツ坑木材の生産を目指すこととなった.そし
てこれにより 3 社有林はじまって以来の「自給体制J(細
物を主として所要坑木量の68%，向上 p.50参照)を確
立しようとしたのであった.このような方針のもとに，
その予定造林地25，000町歩に対しての所有林野面積の不
足分6，500町を獲得するという名目のもとに，この期に
おいては沼ノ端ほか B山林の買収，さらには所管替830
町により約7，600町歩の山林を新たに集積したのであっ
た.(1稿表3-2p.60参照)しかし，一方では1935年
(昭10)から1942年にかけて，王子製紙に造林地1，200加
を含む約3，300haの山林を売却している.(r北炭山林史」
第49表p.122参照)
以上のようにこの期の山林経営の方針は r坑木用材
のための細物松丸太生産」とL、う極めて限られた目的の
もとに，その施業を皆伐一斉人工造林に限定しF 天然更
新補助作業を中止して天然林施業そのものを放棄してし
まったのである.つまりカラマツ造林適地以外において
は育林経営を放棄し「天然林ハ今後30年間に伐採スル
事J(同上前記の要領(4)向上 p.43)によって伐出生産の
みを行な"，その跡地は放置することにしたのであっ
た.
このような方針は昭和18年の森林法の適用と，それに
よる森林組合への強制加入を避けるために編成された
「単独施業案」では多少修正され，その作業法は皆伐喬
林作業においては皆伐および傘伐作業，またトドマツ，
エゾマツを対象とする択伐作業が60年輪伐期をもって導
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入されている. しかしながら，この施業案の結果は次項
にもみるように「日々に苛烈化する戦局とともに，軍需
をはじめあらゆる産業部門から木材需要は増大しつい
に需給の均衡を失するに及び有名無実化レ・…・.社有林
についても二岐，栗山山林は8万石，幾春別は3万石の
立木を20年度に伐採するよう指示があり p いずれも林力
をこえた強制的伐採命令であったため，森林を荒廃に導
く結果となり，これに加えて労働力の不足によりもはや
造林の余地はなくなってしまったj (同上 p.61) といわ
れる ようなものであった.
(2) 森林経営の展開と諸事業
① 育商事業
以上のような森林経営方針のカラマツ一斉造林施業と
もいうべき転換によって，その苗畑事業は昭和12年以降
はカラマツ育苗に全面的に切り替えられた.その大量の
苗木確保のため昭和11年以降はp 大正 8年以来続いてき
た幼苗購入による床替から再び播種育苗に変更された.
その育苗本数は飛躍的に増大し 12年の 251万本から，
13年~19年の問は 300 万~350 万本と増大したが， 19年
以降においては「労働の調達および諸物資，なかでも肥
料の手当が非常に困難となったのでj (p.104)その大部
分を苗木業者や農家に委託養成することになり， 24年ま
ではこれによるものの方が過半をしめるのであった.
② 造林事業
また造林事業においては，その方針による年間 1，000
町歩を達成できたのは計画変更の翌年の昭和13年のみで
あり，それで、も18年までは 800町歩台を維持するが，そ
れ以降は表5-9にみるように計画を大きく下回ったの
であった.
また，この期には以上のような一斉造林のため，野鼠
による造林地の被害が大きくなり，昭和10年より「硝酸
ストリキニーネ」を自家製造し， 15年からは「炭酸バリ
ウムj，19年には「青酸加里」を代用し， 22年まで炭酸ノ〈
表 5-9 第 3 期の山林経営の事業実績 (1935~1950年)
伐 採 関 係 床替苗 農地貸付実績
森林 うち人工 社用
本量社供社に(%対給使有) 用す 本 数
造林面積
うち薪材
伐採量 林 材 供給率
材る 林率 (1，000本) 戸数|畑 l水田 計1(1，000石)(1，000石) (石) (%) (町) (町) I (町)
昭(和193105年) 210 106 20 1，550 476 329 1，147 257 1，404 
11 216 99 12 1，550 486 325 1，317 256 1，573 
12 184 100 18 10 3.6 2，518 790 348 1，330 257 1，587 
13 140 65 8，055 19 4.0 3，313 1，028 341 1，334 257 1，591 
14 173 66 34 7.8 3，260 954 309 1，035 212 1，247 
15 192 83 640 30 7.4 3，710 926 310 856 103 959 
16 190 75 10，556 30 6.2 3，380 975 320 869 93 962 
17 206 88 26，701 22 4.1 3，072 848 297 813 91 904 
18 272 89 135，199 47 11.3 2，334 837 282 684 61 745 
19 276 25 98，557 59 12.9 3，492 512 275 701 58 759 
20 385 30 52，620 64 33.6 621 198 256 631 53 684 
21 261 54 51，631 60 31.6 325 516 284 669 54 723 
22 172 20 22，364 93 17.6 493 273 284 668 54 722 
23 160 29 110，951 89 12.7 850 388 108 234 19 253 
24 195 49 86，017 53 12.7 2，137 429 
25 143 24 19，249 51 9.6 1，20 466 
計|別 1 1，010 1 仰 971 - 1 - 1 33，283 1 附 61 -1 -1 -1 
注 1)r北炭山林史j 67， 68， 69， 70， 71表(伐採関係)， 45， 50表(造林関係)， 28， 31表(苗木関係)， 77表(農
地関係)より作成.
2)昭和18年以降の苗木のうち，約41%の466万本は委託生産である.
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リウムを製造していた.
③伐出事業
以上のように苗畑，造林事業の停滞のなかで，その伐
出事業は第表5-9にみるように，戦時下においてその
伐出量を急激に増大していくのであった.このこ とは先
に述べた戦時経済下の木材需要の膨張によるものである
が，その大きな原因の一つは「当社自体の事情として戦
時中の膨大な出炭量に対し納材業者のみに依存するこ
とが不可能であったこと，また戦時混乱時において坑木
の生産が停滞した際社有林を主として伐採供給したこと
によるものであるJ(向上 p.145)といわれるように，北
炭本社の事情によるものであった.このような事情に北
炭山林が如何に答えたかは表 5-9に示した.
この表にみるような社有林より供給率の増大(自給率
20年34%，21年32%)について，北炭山林史は「すなわ
ち，ここに当社社有林のごとき坑木備林たる特殊性格
と，これが使命達成の跡が明確に看取できるのである」
と述べている.このことは，まさに I稿で述べた明治期
以降のわが国における産業備林の性格「平時は温存し危
機に備える」を端的に示したものであろう.
以上のように，この期の山林経営の実績は，北炭山林
の 「カラマツ造林施業案」にもかかわらず，それが実行
されたのは昭和14，15年までであり，それ以後は北炭本
社資本に従属した伐出経営として展開せざるをえなかっ
たのである.すなわち，大正初期以来その山林経営が指
向し，昭和初期に成立した森林経営の地主育林経営はz
この戦時経済下の石炭増産体制のもとで挫折したのであ
る.そしてその再建は昭和26年以降になるのであるが，
これまた30年以降のエネルギー革命による石炭産業の崩
壊のなかで，その道を閉ざされるのであった.つまり，
大正期以降50年間にわたって追求してやまなかった資本
制育林経営は，北炭において遂に成立しえなかったので
あった.
(3) 農地の解放(売払い)と山林経営の解体
① 農地の解放(売払い)
この期における農地経営の展開の特徴は，前期に続く
水田造成の進行と戦時経済下における畜産，養蚕への拡
大であった.しかし悪化する食糧事情のなかで，この拡
大はあくまでも炭鉱労働者叉は社員の自給用食糧の取得
を呂的としたものであり，養蚕をのぞいてその生産物が
商品化されることはほとんどなかった.
この期の農地経営における各山林別貸付地の実績を
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表 5-10に示す.
この表によると昭和13年までは，前期末の昭和6年か
ら12年までの「民有未墾地開放」による解放にもかかわ
らず10年以降も漸増しているが，これが減少に転ずるの
は次に述べる解放方針の決定の13年以降であった.
前稿で述べたように，北炭山林は「民有未墾地開発」
においては，その農地の解放を渋りつつではゐったが
635町歩を解放したのであった.(I1稿参照)
すでに述べたようにこの「民有未墾地開発」は道庁に
よるものであり，政府はこれと同じ時期の大正15年「自
作農創設維持補助規則」を制定し，小作争議に対処しよ
うとしたので、あるが，この規則は自作農創設さらには戦
時経済下における食糧自給のための増産体制の必然化の
なかで，昭和12年「自作農創設維持補助助成規則」とし
て改正された.
以上のような状況のもとで， :lt炭山林の農地経営にお
いては，その民有未墾地解放をその契機として，昭和12
年5月沼田山林の小作人からの解放要求がはじめて出さ
れるようになった. (同上 p.189参照)このような解放
要求に対して北炭山林側は r極力その意を入れるべく
種々検討を加えたが，一方すでに当時の客観情勢として
道内人口の増加も著しく，林業労働者の充足問題にも見
通しがついてきたので，同年12月沼田山林農耕地の大部
分を解放する方針を決定し， 20年に至る間，数次に分割
して遂次実施に移した.次いで18年からは，北竜および
追分山林農耕地にもこれを及ぼし 更に栗山山林農耕地
を解放すべく準備のさ中に終戦を迎えたわけである」
(向上 p.189~190) というよ うな，全面解放の方針を決
定したのであった.
この自作農創設維持補助規則などによる解放の経過は
表 5-11に示すとおりである.
この解放は 「民有未墾地開発資金貸付規程」によるも
のが57戸635町歩売払価格約3万円であったのに対し
て， 63戸792町歩売払価格約30万円であった.そしてこ
の方針決定によって，同年水田がはじめて解放されるよ
うになったのであった.これ以後昭和20年までに， 小作
地はそのピークであった大正11年2，300町歩の約 70%が
解放されたのであり，その最終的な解放であったお年の
農地改革での面積は 253町歩約11%にすぎなかった.つ
まり北炭の小作地(林内殖民制度による土地貸付)の解
放は，実質的には昭和12~20年の聞に会社倶ijによって実
施されたのであり，農地改革はその小作制大農場解体の
形式的なピリオドにすぎなかったともいえよう.
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表 5ー 10 第3期の山林別小作農地の貸付実績
( 1 935~1 949年) 単位 :戸，反
区分 栗 山 沼 回北竜二岐幾春別 美流戸 追分 大和田 多寄 大沼 言十
ぷ|面積 長|面積長|面積長|面積長|面積 長|面積 長|面積 長|面積話量 長|面積
昭(1和9035年) 46 1，889 186 6，440 230 509 15414 2811，044 917 1 30 329 1，476 (228) (1，769) 131(275) 211(535) 191 tl65) (2，574) 
1 46 1，889 183 8，142 214 524 15414 2811，042 917 11 30 325 13，175 (228) (1，776) 131(273) 21(I19) 181 tl65) (2，562) 
12 48 1，889 178 7，873 214 524 43 601 27 l，O42 907 1 30 11 220 348 13，304 (228) (1，776) 121(273) 201(119) (2) ( 6)181 tl65) (2，571) 
13 48 1，889 175 7，977 12 214 511 40 595 25 938 972 11 30 11 220 341 13，349 (229) (1，762) (273) 21(lZO) (7) ( 6) 181 tl75) (2，576) 
14 47 1.889 153 4，984 212 510 604 29 931 972 11 30 1 220 309 10，354 (229) (1，318) 131(269) 21(lIs) 26n7) ( 6) 181 tl75) (2，125) 
15 47 I，889 153 3，326 212 515 2616?~ 29 931 834 1 30 11 220 310 8，563 (229) ( 241) 131(2回)221(li3) (7) ( 6) 181 (IS8) (1，036) 
16 47 1.889 147 3，217 212 516 604 45 l，O32 972 1 30 1 220 320 8，694 (229) ( 164) 131(261 ) 221(lIz) 26n7) ( 6) 181 tl58) ( 939) 
17 46 l，841 147 3，219 209 604 45 l，O32 972 11 30 1 220 297 8，131 (229) ( 229) 131(263) 261~(7) ( 4) 181 tl75) ( 910) 
18 46 I，841 142 2，101 10 604 45 l，O32 972 11 30 11 220 34 282 6，848 (229) ( 149) 1( IZ) 261~(7 ) ( 4) 181 tl75) 21(31) ( 611) 
19 46 l，841 141 2，809 17 2616?~ 45 l，O32 422 1 30 11 220 34 275 7，012 (229) ( 153) 11( IZ) (7) ( 4) 121 (I50) 21(31) ( 588) 
20 46 I，841 126 2，198 17 606 41 l，158 422 11 30 34 256 6，310 (229) ( 100) 11( .7) 27n7) ( 4) 121 (150) 21(31) ( 531) 
21 46 l，841 126 2，285 17 5519?~ 41 l，158 422 1 30 34 284 6，699 (229) ( lll) 1( IZ) (8) ( 4) 121 (I50) 21(31) ( 547) 
22 46 I，841 126 2，2泡5 17 908 41 l，185 422 1 30 34 284 6，689 (229) ( lll) 11( (3) 55nS) ( 4) 121 (150) 21(31) ( 541) 
23 1 1 908 41 I，158 254 18 108 2，341 55nS) ( 4) 101 (150) 11(31) ( 194) 
24 1 2 1 2 
注)r北炭社有林(下) ~草稿 ) J 第67表より作成.面積の下段( )は水田で外数である.
② 山林経営の解体
この期において天然更新補助作業が中止されたことに
より，すでに述べたような森林経営の労働編成において
果していた林内殖民労働の技街的基礎が失なわれること
となった.つまり，この天然更新補助作業中止とカラマ
ツ皆伐一斉造林施業への森林施業の単純化は，その労働
過程を春秋期の植付適期に短期的に多数の労働力を必要
としかつ単純作業を主要な内容とするものであり，天
然更新補助作業のような経験と勘による熟練労働を必要
とはしないものであった.そこで働く林内殖民者の役割
は，会社との長年にわたる関係のなかでせいぜい作業
リー ダーになるぐらいのものであったろう.従ってこの
森林経営の商からも，林内殖民労働の役割は「林業労働
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の充足問題にも見通しがついたので」といわれるように
失なわれていくのであった.そしてこのことは，その山
林経営において森林経営と農地経営の両方の土地経営が
分離したことを意味しており，そのかぎりではこの林内
殖民制度による土地貸付のもとでの 小作人(林内殖民
者)は道内の他の小作農民と差異のないものとなった.
しかし林内殖民制度の森林経営のための労働力確保と
いう大義名分が失なわれたことは，北炭の山林経営にお
けるその農地の小作経営の存在をも同時に否定するもの
であり，ここに小作地の解放という形でその制度的な解
体がおこなわれたのであった.
このことは，明治30年代にその森林経営の前期的労働
組織として制度的に発足し，大正期から昭和初期にかけ
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表 5ー 11 北炭山林の解放農地の内訳(第3期， 1940~1 945年)
山林 |解放年月|戸数
戸
昭和15. 127 
沼田 | 16. 6 
5 
20. 2 11 
売却先
計 | I-l43-1 ω| 必71 541 
18. 1 I 1 I 25 I 15 I 2 I 
北 竜-- ~ I -I I H' I l . 41 - 1 ー -1 料 41
計 1 11 I 25 I 151 6 1 
追分 19. 51 6 1 1 1 38 1 20 1 
合 計 1 160 1 170 1 日11 81 1 
本 水路敷地など共有すべき土地を無償贈与
料貯水池，水路敷地を無償贈与
注 1)r北炭山林史」第93表(p.191)より引用， (町)(円)以下は切捨て.
2)主として，自作農創設維持補助規則による売払いであった.
3) なお，第2期の民有未墾地開発資金貸付規程による売払地の内訳は，次の参考表のようになっ
制 263l 小 計 叩
3担1，2部58引1:坂援巻 周吉ほカか‘1叩0名
一 l代表原 虎吉
3悶 8バ|づ小、 計 ロ
m8卸91戸田賢次郎ほか5名
296州ιω，4叫11川|計 加名
ていた.
参考表第 2期の解放農地の内訳 (1931~1936年)
山林|解放年月|戸数|面積|金額|売却先|備 考
戸 町 円
昭和 6.10 8 119 ‘4，334 金内 稔ほか7名 反当り価額
9. 6 5 73 2，202 常悶鉄蔵ほか4名 既墾地 10，970円
9. 7 7 106 3，508 森 勇ほか6名 農耕地 3，935円
豊 富 9. 8 2 35 1，241 宇田与五郎ほか 1名 放牧地 1，800円
9. 8 1 14 619 中井半助
9. 9 1 18 520 山崎源吾
9. 11 2 29 961 中井愛三郎ほか1名
9. 12 2 31 1，029 岸田新吉ほか1名
?
反当 り価額
追 分 9. 5 I 1 I 15 I 834 I森田次郎 |農耕適地 6，182円
l，042 I 島 嘉平 1:放牧地 2，000円
771 仰|小 計 4名 |
釧 路 11. 51 241 129 1 12，343 1佐藤浅松ほかお名|
合計 1 57 1 6351 山 71 計 時|
注 1)r~ヒ炭山林史」第92表 ( p.189) よ り 引用， (町)(円)以下は切捨て.
2)この解放地はすべて畑作地およびその付帯地であり，水田はその対象とならなかった.
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表 5ー 12 土地利用の状況と森林蓄積 (1943年4月1日現在)
面 積 蓄 積
事業区名
施業地i除 地| |農耕地| 針葉樹 1i関葉樹| 小作戸数昔十 ほか合
町 町 町
32町9 町
千石 千石 千石 戸
沼 回 11，589 225 11，814 12，144 1，000 2，083 3，084 147 
ゴヒ 竜 890 78 969 51 1，021 26 13 39 13 
大和田 522 15 537 3 540 8 13 22 1 
多 寄 579 。 579 22 601 5 36 41 l 
美流渡 2，744 35 2，780 86 2，867 169 216 386 45 
幾春別 1，339 362 1，701 54 1，755 52 167 220 26 
タ 張 753 73 827 827 87 124 211 
一 岐 2，214 24 2，お9 65 2，304 504 348 852 
菜 山 1，303 13 1，316 207 1，523 330 140 470 46 
追 分 4，966 81 5，048 117 5，166 71 403 475 18 
沼ノ端 3，608 73 3，681 3，681 15 47 63 
重量 浦 914 11 925 925 204 35 239 
黒松内 593 52 645 645 
雄 信 555 555 555 64 64 
敏音知 767 767 767 5 58 63 
中興部 819 819 819 7 91 98 
沼ノ上 523 9 533 533 52 132 184 
津 別 304 6 310 310 21 57 79 
大 沼 2，319 20 2，339 2，339 3 60 64 
計 |幻同 1，084 1 38，395 1 ふ 1153321 附|仰 |ι6621 297 
注 1)r~ヒ炭山林史J p. 60 1表および本稿表5-10より作成一
2)小作戸数は1942年度末のもの.
て，相対的な独自性をもっ農地経営として成立した山林
経営の半封建的諸関係の基底の崩壊を意味するものであ
った.つまり，戦時経済体制下における石炭増産とそれ
にもとずく本社資本の総括によって，こうした基底をも
っ地主育林経営として森林経営もその自立的な発展の道
を閉されたので、あった.それは同時に，こうした諸土地
経営の総体として山林経営の解体をも意味するものでも
あった.
最後にこの期における各山林別の土地利用状況および
森林蓄積，農地貸付戸数(小作戸数)を表 5-12に掲げ
ておく.
(4) 経営収支の状況
前稿でみたように，昭和初期の大増伐に対応して導入
された起業費は，昭和8年以降廃止され，再びその事業
勘定は独立採算制によることとなった.
この期の経営収支の状況を表 5ー 13および表5-14に
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示す.
まず，収入についてみると，前期の昭和2年以降その
大半を立木代金がしめることとなった.この立木伐採事
業は，昭和10年以降においては r伐採の方法は全部が
社用となる林分を除き，大部分を競争入札による立木売
払とし，そのうち，坑木および炭車材となる松材とナラ
材は，出材品を買戻しうる条件を付した.…中略…，
また全部が社用材となるカラマツ造林地，あるいは栗
山・二岐山林の トドマツ材などの林分は，直営造搬また
は請負造搬で実施することとした・J (向上 p. 142~143)
また，この直営生産または直営請負に関する経理は，
前稿でもみたように「当社直営による造搬事業は……，
別に伐木勘定をもって行ない，期未にその収支帖尻を山
林資金の雑収入に振替した・J (向上p.37)
したがって，その収入の大半は，年々増大する立木代
金がしめることとなったが，人工林材が比較的に大量に
伐採された場合には雑収入の比率が増大することとなっ
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た.例えば，表5-9によれば昭和13年は，人工林材が
約8，000石伐採された年で、あるが，この年の総収入約41
万円のうち，雑収入は20%をしめている. しかし，基本
的にはこの期を通じて，その収入の80%近くが主として
天然林伐採による立木代金収入であった.
なお，表5-14にみるように， 22年以降はその大半を
新たに設定された勘定科目である木材収入が占めること
となる.この詳細は不明であるが，おそらく敗戦直後の
一時期には，立木の競争入札が中止され，直営生産(実
質的には直営請負)が実施された結果であると推定され
る.(表5-9，社有林材供給率参照)
前期において，全収入の15~20%をしめた小作料収入
は， 15年まではその絶対額を増大させつつも，その収入
にしめる比率は14年以降は10%以下になり，農地の売払
いが開始された15年以降は急速に減少し 18年以降は3
%以下となっている.
この農地経営における小作料は，畑作においては当初
から金納であった. しかし，水回よりの小{乍米は，現物
納 (r穀納J)であり，北炭はこれらの小作米を「一部当
社砿所分配所において販売したが，他は米価相場の動き
を見て一般市販にも供したJ(向上p.168)この水田にお
ける小作経営は，すでにみたように大正期の栗山山林で
開始されたものであるが3 その面積は大正末期以降徐々
に増大し，昭和13年には約260町歩とそのピークに達
し同年の小作米は 830石余となっている.(向上第82
表.p.169参照)
この各山林!iJ1jの面積は，表5-10に掲げたが，その約
70%は沼田山林に集中していた.そして農地解放の契機
となったのも，この「沼田山林の小作人 180人余名J(向
上 p.189)による「解放陳情書」の提出であった.
この小作料の納入は「ところが，のちに小作米を金納
する希望者が多くなったので'14年11月に原則として穀納
とするが， 弊害を伴わないかぎり金納を認めることに取
扱いを改め，金納換算に当っては納入当日の 4等検小樽
表5-13 第 3期の 経営 収 支の実績 (1)
(1935~1 942年) 単位 :円， %
科目 ¥ 年度|昭和1昨 111 年 I12 年 I13 年 114 年 115 年 I16 年 I17 年!小 計
立 木 代
苗 木 代
f'F 料
雑 収 入
収 入
係
事 業
立木償却金
2，754，827 
175.025 
308，982 
342，055 
1021.415 
支 出 計 1 1仰 8バ|川 ω|削 8ω9I 2即 ω!お矧肌ι4，7祁59バ13仰 04バI2却机町8剖札1，7沌89川|削 9卯0川l刷
差 引 益 | 附 55バ|肌 ω例0川i削 89川|却捌m州仏ω，1凶85刊1290，必仰7ぺ13叩机町47札仰九，7布市55川|仰84バ12附 4ペ 1，67
6 雑収入の内伐木益l 一 1 1，1山5防61 一! 一 | 一 | 一 ! 一! 一 1，1山5“
事業費の内造林費 |ω91 仰 1川1 8附 91 仰 25刊|川 0ω9パ|ω肌附，7礼121臼即7九山，
収構 立木代 77.9 64.3 77.2 62.1 72.9 81.7 83.0 79.3 76.9 
入 苗木代 2.9 2.2 3.9 5.8 5.3 5.3 4.7 5.8 4.9 
tこ成
占 小作料 10.8 8.3 16.5 
12.1 8.7 7.9 3.7 5.4 8.6 
め 伐木益 3.7 。
る比 雑収入 8.4 21.5 2.4 20.0 13.1 5.1 8.6 9.5 9.6 
支 出に 占め るい33.6I . 31.21 ω44.1 I 41.4 1 49.9 I 48.7 1 45.6 1 43.8 造 林費の 割合 .，.v  V J .&J I ...&.1 I "%"T..L  't.L."t' I ，%.;1.，  
注)r北炭社有林史(下).草稿」第78表 「社有林経営収支実績表」より作成.
円以下切捨てのため，収入・ 支出の計は必ずしも一致しない.
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表 5-14 第 3期の経営収支の実績 (2)
( 1943~1950年) 単位 :千円，%
科 目¥年度|昭和18年 119 年 120 年 121 年 122 年 123 年 124 年 125 年| 小 計
立 木 代 464 779 552 2，217 1，963 1，076 5，175 14，294 26，523 
苗 木 代 24 33 15 67 52 233 876 1，762 3，066 
作 料 25 21 11 18 20 97 
雑 収 人 96 27 548 35 49 76 4，502 5，359 10，696 
木 材 収 入 24，907 52，229 54.216 27，047 158，400 
収入計 | 肌 1 861 1 山 91 2，3381 26，9921 53，6151 悦 7711 4山 | 附 8
係 費 80 123 185 572 2，962 7，829 10，641 9，629 32，024 
事 業 費 219 250 543 1，043 2，056 
製 f乍 費 19，594 34，610 39，498 23，627 117，330 
造 林 費 1，921 6，523 6，549 10，058 25，052 
商 畑 費 287 3，085 1，349 2，419 7，140 
調 査 費 30 101 113 186 431 
雑 費 262 1，569 675 622 3，129 
立木償却金 84 110 90 169 149 98 310 70 1，085 
普通財産償却金 12 47 299 301 660 
収構 立木代 85.4 90.5 49.0 94.8 7.2 2.0 8.0 29.5 45.8 
入 苗木代 2.4 3.9 1.4 2.9 0.2 0.4 1.4 3.6 2.0 
に成 小作料 2.6 2.5 1.0 0.8 0.1 0.9 占
め 雑 収 入 9.6 3.1 48.6 1.5 0.2 0.2 6.9 11.1 10.1 
る比 木材収入 92.3 97.4 83.7 55.8 41.2 
支出計 i
差ヲi 益|
雑収入の内造林費|
事業費の内造林費 |
? ?
?
???
?
?
?
? ?
1，337 
?
??
??
?
? ?
?? ??????
?
???
188，911 
12，372 
支 出に占める 45.3I 36.2 I 12.1 I 49.8 I 7.6 I 12.1 I 11.0 I 21.5 I 13.3 造林費の割合 "%<.1..，  V V.LI  .LLI..l.  "%".U  ，.V  .&.""..1.  .L.L.V  LI.L.<..I  
注)表5-13に同じ 百円以下は切捨て.木材収入については本文中を参照.
相場と した.したがって，その後は現物納および金納を
併用することとなったが， 16年以降は食糧管理令のため
全部金納に改められた・J(向上 p.169)
この小作料・小作米の昭和10年以降の収納の 推移を
表 5-15に示す.この表と表 5ー 13を対比すると，昭和
12， 13年の小作料約5万円のうち， 62~63%は小作米収
入によるものであった.なお，農地売却代金は，表5→
11によれば，昭和15年には約22万円となっているが，こ
の年の雑収入はわずか3，4万円であり，この売払代金
が如何に経理されたかはこれら資料をみるかぎり不明で
ある.しかしこの売払いによって北炭は， 15年には当
時の年間小作料の4倍強の収入を得たことにな ってい
る.
ともあれ，戦時経済下の昭和15年以降においては，立
木代金が年毎に増大し，全収入の80%をしめ， 19年には
遂に90%以上にまでに達している.
山林経営の伐出経営への一元化である.そしてこの伐
出経営への収れんは，その伐出事業においては立木処分
への全面的な依存でもあった.
しかし，他方ではカラマツ人工造林施業への転換によ
り，全支出にしめる造林費の比率は， 12年以降において
急速に増大するが，それも16年の約49%をピー クに停滞
することとなった.
以上のように， この期の戦時経済下においては，その
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表 5-15 小作料・小作米の収納の推移
(1937~1949年)
年度| 小作料|小作 米
昭和12年
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
円
19，600.59 
18，293.21 
14，329.00 
11，999.32 
12，136.60 
12，339.43 
9，787.17 
10，240.10 
8，723.16 
10，002.24 
10，228.34 
3，781.99 
16.40 
石
830.334 
820.287 
661.001 
196.581 
46.725 
269.366 
148.135 
155.218 
93.935 
148.795 
153.970 
36.126 
注 1)r~ヒ炭山林史」第82表 ( p.169) より引用.
2)表 5-13によれば，この12，13年の小作料収入
は51，760円， 50，019円であった.この両年の水
田小作料は，すべて現物納であり，畑作小作料
は金納であった.したがって， 13年にその面積
のピークに達した水田よりの小作収入は，この
当時その全小作収入の62~63%を占めていたこ
とになる.
山林経営は伐出経営へと一元化していくのであるが，そ
の伐出事業も立木処分によるものであり，いわば，天然
林の資源所有を基礎としつつ，伐出業者への寄生化を深
めていく過程でもあった.このことは，経営的にみれば
生産事業からの撤退であり，経営から所有への後退でも
あった.つまり，昭和初期において，半封建的諸関係を
基礎として成立した地主的山林経営は，戦時経済期を通
じて解体し，地場の中小素材生産資本に寄生する新たな
土地所有へと転換したのであった.
(5) 農地改革と山林の解放
① 山林解放と大所有
前稿および本稿の農地経営の項で述べたように，北炭
はその農耕地については r民有未墾地開発資金貸付規
程」によ って，1931年(昭6)から1936年(JlB11)の聞に
635町を57戸に，また「自作農創設維持補助規則」によっ
て， 1 940年(昭15)~1945年(昭20)の聞に 764 町を 160 戸
に解放している.そして戦後の農地改革においても残り
の725町を解放し，その農地所有は1949年(昭24)に消滅
した.
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このような農地の解放に対しては順応した北炭は，一
方では1938年(昭13)に制定された「農地調整法」に基ず
く山林の「強制収用」には頑強に抵抗した.この農地調
整法による強制収用は，戦後の「緊急開拓事業実施要領」
(昭20年11月閣議決定)およびその改定である「開拓事
業実施要領J(昭22年10月)と引きつがれていくことと
なっTこ.
また， 1947年(昭22)6月にはじまる第二次農地改革に
よって，同10月「自作農創設特別措置法J 自創法が制
定され，その強制l収用を強力に進められることとなっ
た.この自創法は r特に(4)の内容は，牧野法，国立公
園法，森林法などに定める制限または禁止規定の無効を
定めたものであり，保安林はもとより国立公園，砂防指
定地でも関懇適地として認定されれば開放できることと
なったJ(r北海道山林史・戦後編Jp. 107)といわれるよ
うに，超法規的な開拓推進法であった.そして「また，
買収の方法は強制主義であり，開拓適地と認定された土
地等は，所有者の意志如何に拘わらず，その所有者の在
村，不在村を問わず，かつ買収面積に制限なく取得され
ることとなったのであるJ(向上).これに加えて， 1947 
年(昭22)12月には牧野解放のための自創法の改正(第40
条 2項)の新設が公布され，その「買収対象牧野は，小
作牧野， 20町歩を超える自作牧野，農畜を主たる業務と
しない法人，団体の所有林野などであったJ(向上 p.119)
以上のような戦後の緊急開拓に端を発し，第2次農地
改革による自創法のもとでの山林の強制買収に対して
は，北海道の大林野所有者は r北海道森林組合連合会」
(=道森組)と「栄林会」を先頭に激しく抵抗した.
とくに牧野開放に対しては r両者は，牧野買収が本
格化した24年以降Ii'牧野買収の行き過ぎ』などについ
て，北海道知事はもとより林野庁長官，農地局長，農林
大臣，更には釆道した総司令部天然、資源、局係官などに再
三にわたり陳情を行ったJ(向上 p.122)
以上のような経過を経て，買収された実績は，開拓用
地としては1947~1952年までに 689 千町歩(うち民有地
255千町歩)， 1953~1 961年までは76千町歩(うち民有地
52千町歩)であった. (r栄林会の歩みJp.82)こうして開
拓用地として買収された山林の実績は， 1947年(昭22)~
1964年(昭37)までに 766千町歩(うち民有地309千町歩)
であった. (向上 p.88)
こうした山林解放問題を，昭和18年に設立された北海
道の大林野所有者の組織である栄林会は，その「栄林会
の歩み~北海道の林を育てて40年~J (1984年9月，栄
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表 5-16 北海道内の主要会社有林被買収面積
(1956年 1月現在)
会員 名 l買収された | そのうち!面 積 |人工造林地
王子造 林
新回帯 革
~t 炭
新宮商行
三井木 材
十条製紙
三井鉱 山
三菱 鉱業
住友 林業
伊 藤 組
北 海道土地
キL 幌 市
北日 本製紙
北 海殖産
三菱金属
(暫定)計
8，213 町
5，984 
5，353 
2，987 
2，881 
1，068 
737 
941 
720 
631 
380 
289 
208 
203 
1 
町
25 
2，211 
101 
91 
2 
79 
58 
20 
5 
2 
50 
55 
町
2，699 
(報告あった分のみ)
注) r栄林会の歩み~北海道の林を育てて 40年~J
(1984年9月，栄林会発行， 札幌)p.83より引用.
林会発行 ・札幌」において次のように総括している.
「開拓問題をわれわれ林業の側ヵ、らみれば，土地利用
区分の問題である.そうして，未懇地買収は，その区分
を強権により一方的に行ったものであったが，一応世の
中の安定した現時点において，強制買収された77万haの
うち， 少なくとも約半分近い36万ha以上が，現在も山林
あるいは原野であるとし、う事実をみただけても，強制的
な土地利用区分である未墾地買収が如何に過大であった
か，また，その包額の資金が空費され，国土を荒したか
が明らかであろうJ(向上p.89執筆者は右近啓吾氏)
なお，同書による1956年(昭31)1月現在の主要会員の
被買収面積およびそのうち人工造林面積を表5-16にあ
げた.この人工造林地約2，700町歩のうち，北炭山林の
それが82%にも達していた.
② 北炭社有林の解放
以上のような，山林解放(強制貿収)に対して，北炭
山林では r社有林においてもその例に漏れず，造林地
を含め続々買収の対象となったので，異議の申し立て，
訴願など法の許すかぎ りの手段を尽し，また占領軍，軍
政部に提訴するなど，あらゆる措置を講じ かっ山林関
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係諸団体と連携して法の改正または取扱上の是正などに
これ努めたが，ついに奏効に歪らなかった・J(r北炭山林
史Jp. 198~199) とされている .
この北炭山林の被買収地は， 表 5-17に示すとおりで
あるが，その面積は約5，400町歩(うち農耕地725町歩)
で，その売払代金は約250万円であった. なお，林地は
合計4，684町歩であり， うち人工造林地は 53%をしめ，
その大半は追分山林における10年生以下の幼齢林で，被
買収費総額の約94%はこの立木補償金であった.
北炭山林は，この強制買収に対し r法の許すかぎり
の手段を尽しJrあらゆる措置を講じ」たのであるが，そ
の一事例として，次に黒松内山林内の米耕地 542haに関
する北海道農地委員会への異議申立書を資料としてあげ
ておくこととする.
「 異議申立 書
昭和24年12月10日公示第65号に依る未墾地買収計画に
関し下記事項について異議があるので申立を致します
昭和24年12月28日
札幌市北1条西 2丁目2番地
北海道炭砿汽船株式会社北海道支社
常務取締役支社長藤江信
北海道農地委員会会長田中敏文殿
記
1. 申立事項
歌棄郡熱郭村白炭地区整理番号第1，151号 面積 552
町4自;13歩
右は自作農創設特別措置法第30条の規定に依り買収公
示になりま したが次の理由で除外して裁きたい.
2.申立の理由
げ) 本地は昭和20年3月24日酉森第 175号を以て道知事
より施業案の認可を得て居る山林であって事業区総面
積 645町8反歩の内
カラマツ人工造林地 426町77 10年生以上 223町1
10年生以下 2ω町66
天然、林 166町52 人工造林に移行見込
147町52
天然更新予定 19町
右の内，傾斜15度以上の箇所40%，岩石急斜地15%が
あり，樹令10年生以上のカラマツ人工造林地223町1
は現在立派に生育して居ります.
(吋 本地区は大正年間一度 2，3の入墾者ありたる形跡
はあるが，其後絶えて未墾の鐙放置せられてありま
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表 5-17 北炭山林の解放地(強制被買収地)の内訳 (1957年12月現在)
被買収地 地
種 5J1j 内 訳
1 林 人工造林地 天 然 林
面 既墾地 積|立木補償金 積|立木補償金面 面
町 円 町 町
2，922，71円3 
町 円
栗 山 419.77 207，959 229.81 136.19 53.77 
沼 回 1，401.77 662，379 241.97 353.52 6，660，644 806.28 
ゴヒ 立E@. 1.34 652 0.74 0.60 
ー 岐 52.05 62，542 50.05 2.00 一
幾春 別 64.10 33，564 64.10 
美流波 84.77 45，630 84.77 
追 分 1，742.18 683，497 37.14 1，367.96 25，225，889 337.08 
多 寄 5.37 1，416 5.37 
中興部 16.54 5，360 0.25 16.29 
敏音知 4.32 935 4.32 
松音知 121.47 14，052 121.47 120，751 
津 5J1j 200.98 553，740 200.98 
亀 田 79.13 21，049 77.03 1，331，511 2.10 
黒松内 542.20 89，424 446.74 3，450，122 95.46 
大 沼 106.31 32，830 11.37 2.87 135，608 92.07 
豊 浦 567.00 61，438 84.35 1，706，574 482.65 12，000 
合計|附
注 1υ)沼田山林の被貿収地には，農耕不適地として売戻しとなった38町歩余5，605円を含む.
2) i北炭山林史Jp.199 第95表より号|周.
3)買収費総額44百万円の うち 94.1%が人工造林地の立木補償金であった.
す.之は本地が地形的のみより見れば，成程適当と判
定せられる処はありますが，本地方の如きは「潮風」
と「海霧」の襲来著しき特殊な気象条件下に置かれ，
農作物の成熟は阻害されているに外ならぬからであり
ます(開拓適地選定基準第6に該当せず).
村 直径 1糎以上の際多く，其の故に大農具の使用は全
く不可能であり，小農具とjlも損耗甚しきものと言は
ざるを得ません(基準第8， 4級地).
付 表土は僅かに 5i毎内外で極めて浅き為，深根性のも
のや根菜類の如きは不適当であります(基準第 8， 4 
級地).
制加えて強酸性反応強き為 (PH価 4~5) 作物の種類
に於て本地帯の如きは僅かに粟，燕麦等に限定せられ
る事になります(基準第8， 3級地).
付土性は粘土の含有多く粘視であります.
所々に湿地を形成している事は，水の浸透不良なるこ
とを証するもので，之を一旦開墾して襟地とする時
は，水は地表を流走し，之が為土嬢浸蝕の機を与へる
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こととな ります(基準第 8， 3級地).
(け昨年11月，野幌機農高等学校教授池田博士を煩は
し本地の科学的検討を加えましたが，同博士の調査
書には以上の結論を如実に示しているのであります.
例昭和23年9月 1日付第2347号，農林次官より北海道
知事宛未墾地買収に関する件通達に於ては「本年度目
標面積にこだわらず，適地調査の結果，土地が経済的
に特に農耕に適することが立証せられたる ときに限
り」 とあ り，開拓局長も亦同年9月2日開局第1，696号
を以て同一意味のことを知事宛通達しであります.然、
るに現地の実状を無視し買収を強行することは，明ら
かに貧農の増殖を計る結果になり遺憾であります.
(リ) 結論としてs 本地は土壌の性質に於ては4級地であ
り，経済的に自然的条件に将亦農業技術的に見て農耕
適地とは称し!難いのであります.
添付書類
野幌機農高等学校教授農学博士池田 笑氏に依る
「黒松内事業区土壌調査報告書J (略) 以上
巨大所有の形成とその山林経営の展開[NJ- 有永 49 
尚現在のカラマツ人工造林地426町歩を潰すときは
(1) 石炭採掘用坑木26万石を喪失する結果となり，実に
石炭採掘量87万屯分に該当致します.
(2) 此の 426町に対して新しく造林を実行するには，経
費に於て640.余万円を要し容易な業ではありません.
過去に於て農業に失敗し，農作を放棄せる歴史付の不
安な此の土地に対し，折角苦心して立派に成功せる坑
木備林(樹令10.年以上223町， 446，220.本)を潰してま
で無理をして入殖せしむことは， 国家的総合的見地よ
り如何にしても納得致難く，此の点切に御検討下さる
様お願い申上け.ます・」
(r北炭山林史j p. 2o.o.~2o.2 よりヲ|用)
5)小括
明治30.年代に国有未閲地よりの「植樹地処分」をもっ
て開始された北炭資本の土地所有は，昭和初期 (1920.年
代)に約3万5千町歩に達し，この期までの北海道にお
ける最大の私的土地所有体となった.
(1) この北炭の山林経営は r以て事業用材の供給を
潤沢ならしむと共に，価格の騰勢を制する処にあり」
(r北炭五十年史」前出 p.256， 1稿 p.56参照)として，
炭鉱経営の 「付帯事業」と して開始された.この「付帯
事業」は，同39年の鉄道国有化による巨額の国家資本の
獲得のもとで r……，年々ノ配当率ヲ減少セザノレ限リ
何デモ彼デモスベテ着手シテ事業ノ拡張ヲ期スノレj (r北
炭山林史j (p.23， I稿 p.57参照、)という専務 ・井上角
五郎の事業'拡張方針によって，その「副業」の一部門と
して位置付けられた.
こう した位置付けのもとに，その私的土地所有権の確
立をした明治40.年代以降， 天然林の伐出生産を財源的基
礎と しつつ，人工造林， 天然、更新補助作業による育林経
営，木炭生産，製材業等の木材加工業，そして小作制農
場経営など多様な諸土地経営が展開することとなった.
(2) まず，第 1期においては r植樹地処分」による
「カ ラマツ人工造林」が，天然林の伐出生産をともない
つつ開始された.この1，60.0.町歩におよぶ「人工造林」
は，次にもみるように，土地所有権の確保のための手段
にすぎず，育林経営としての実態をもつものではなかっ
た.
明治来期から大正初期にかけての大不況のなかで，そ
の森林経営の諸事業は r伐採事業は全く中止されj r造
林はついに一部山林の継続施業のみ」となり r大正4
年に入るや山林の施業はまったく中止されj (向上p.23，
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盟稿p.2o.~21 参照)る こととなった.
そして 「この聞は農地の経営に主力が注がれj (向上)
その小作制農場による農地経営が開始されることとなっ
た.
(3) 第2期の大正中期以降になると，前期に開始され
たその農地経営は，1922年(大11)前後に貸付面積2，30.0.
町歩(うち水回28町歩)，貸付戸数430.戸とその量的なピ
ークに達した.また， 1917年(大6)には，第1次施業案
が編成され，翌日年よ り本格的な森林経営が開始され
た.この森林経営の施業方針は，年間伐採予定量約11万
石をその財源的な基礎と しつつ，伺人工林面積340.町
歩，天然更新面積99町歩とする育林経営を志向するもの
であった. このようにして，小作制農場経営による農地
経営を基底にしつつ，伐出， 育林の両事業をもっ地主育
林経営としての森林経営が成立し，大正未期から昭和初
期にかけて，このような農地経営，森林経営を輸に諸土
地経営総体としての山林経営が確立する.
しかしこの伐出事業は1924年(大13)以降，その直営
事業は，rI3年ころからは直営造搬は大部分中止しj，立
木処分，請負生産へと移行し，その直営事業は後退する
こととなった.また，育林経営は一斉造林を否定し， 造
林樹種の多様化 2種以上の樹種による混交林の造成，
または，有用材残存木の保育，補植などの天然林更新補
助作業を導入するなど， 一定の技術的基礎を確立した.
(4) 第3期の戦時経済下に入ると，北炭本社資本の要
求によって1934年(昭9)に改訂された第2次鑑業案のも
とで，その森林経営はカラマツ人工林施業へ移行し， 天
然林施業への志向を否定されるこ ととなった.このこと
によって，昭和初期に成立した地主育林経営の技術的基
礎は失なわれ，農地経営の解体もあいまって，その経営
基盤は崩接した.
一方，大正未期に立木処分，請負生産への移行により
直営事業から後退した伐採事業は，昭和初期の大増伐
(ピーク同 4年50.万石)を契機にその全てを立木処分に委
ねることとなった. (皿稿:表 5ー 5，p.25参照)
そして戦時経済下での石炭増産体制jとそれにともなう
北炭資本の増伐要求のもとで，その伐出事業は，森林経
営の枠を越え，相対的な独自衛lをもっ事業となった.こ
うした伐出事業の自立化は， 請負生産部分においても進
行した.すなわち，大正期における請負生産への移行に
よって，同12年よりこうした直営事業は，山林資金勘定
とは別に「伐木資金勘定」によって経理されることとな
っていた.
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この伐木資金勘定による収入は，第2期末までは一定
の比重をしめるものの，第2期の昭和10年以降は実質的
に請負生産は中止され，その比重は微々たるものとなっ
た. (表5-13参照)
この「伐木資金勘定」は，本来「全部が社用となる林
分」に対する事業に適用されるものであり，主として人
工造林地の伐採において利用されてきた.ところが，戦
後の1947年(昭22)より，北炭本社の機構改革がおこなわ
れ，その山林経営は北海道支社の木材部によって管轄さ
れることとなった.この木材部のもとに 「木材部は，造
林書裂を設けて山林経営の任に当るほか，木材課を置いて
社用木材全般にわたる購入および調整の責に任じ，かっ
夕張鹿ノ谷所在の中央木挽所を管下におさめ製材業務を
担当している・...1(同上 p.93)となった.敗戦直後の木材
不足のもとで，それまで伐出事業の中心をなしてきた立
木処分は全てこの木材課の管理となり，同時に木材課
は，単に社有林材の取扱いだけでなく r社用木材全般
にわたる購入」を担当することとなったのである.つま
り，戦時経済下にはじまる育林経営の諸事業の後退と伐
出事業の肥大化によって，北炭の森林経営は実質的には
立木処分を主とした伐出経営へと一元化していくのであ
った.そのことは，同時に伐出事業の山林経営の土地所
有からの離脱を促しその自立化を進行させた.そし
て，この22年以降の木材部の新設と木材課の本社社用材
の調達部としての機能の拡大によって，この伐出事業の
自立化は完成することとなった.なお，当時の社有林か
らの社用材の出材量は，最大時の20，21年で31~33%で
あり，残りの70%前後を木材部は， 国有林，道有林など
の他の所有体，経営体から調達したのである.ここにお
いて，この木材課は，山林経営から自立した独自の資本
として機能し，その山林経営は，その資本に従属する土
地所有者(森林資源保有者)として対時することとなっ
たのである.
そして育林経営の主要事業であった造林事業は，これ
以後，上からの国家的資源政策のもと戦後拡大造林政策
に依拠，寄生しつつ造林補助金を軸に展開することとな
った.
(5) また，大正末期に貸付面積・戸数とも量的なピー
クに達した農地経営は，昭和初期に一旦その量的拡大を
停止する.しかし昭和6年以降，小作水図面積を拡大
しつつ，徐々に量的にも拡大されていき，昭和 13年に
は，水図面積は約260町歩とピークに達し，同時に貸付
面積も約 1，600町歩と再び昭和期のピークに達してい
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る.
しかし，この農地経営も，15年以降の会社主導の農地
解放によって解体に向うこととなり， 23年の戦後農地改
革によって最終的に崩壊した.
このことは，同時に第2期に成立した地主育林経営の
基底の崩接 ・喪失をも意味している.かくして，その巨
大所有の基礎として成立した諸経営の総体としての戦前
期北炭の山林経営は解体したのであった.
(6) この森林経営において育林事業の中核をなした，
人工造林事業の成績について r北炭山林史」は次のよ
うな興味深い資料を掲げている. (向上第 123表 p.264)
この資料より各時期別の植栽実績とその成林率および不
成績造林地または売却等によって消滅したものの面積を
作成したのが表 5-18である.
まず，第 1期についてみると，この期の植栽実績約
1，600町の うち，成林したものはわずかに 18.5%であり，
その80%以上が山火叉は野鼠被害によって消滅してい
る.すでに皿稿でみたよ うに，この植栽面積自体にも疑
問があるが，このことは，当時の北海道における造林の
技術水準をも示すものであった.それにも拘わらず，こ
うした大造林が展開したのは，この期の「植樹地処分」
による造林事業がそれ自体，土地所有確保の手段であ
り，いわばそのアリパイ工作的なものであったことを示
しているといえよう.
しかし第2期になると，地主育林経営の確立によっ
て，その成林率は飛躍的に向上し，伐採利用されたもの
44%， 1957年現在林地として存在するもの 24%計68%
と，その約70%が成林している.なお，この時の自然災
害による消滅率は 13.0%であった.
また，第3期の前期である1935年以降の造林地は，自
然、災害による消滅率は約8%とさらに低下するが，農地
改革をはじめとする社会的要因によって消滅しその成
林率は50%にまで低下している. しかし，戦時期の造林
地は，その手入れ不足もあ り，自然災害によって11%，
これに社会的要因を加えると，その成林率は約60%にと
どまっている.また，これらの資料はあくまで面積に関
するものであり，この戦時に開始され，戦後の引きつが
れた拡大造林地の残存地の林分の実際の成林率は，これ
をはるかに下回るものであろう.
ともあれ， 北炭山林は第3期まで約1万5千町歩の造
林を実行し，その結果，戦後経営の出発点となった1951
年(昭26)には，約 5，500町歩の人工造林をもって発足す
ることとなった.
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表 5ー 18 人工造林事業成積の推移(1901~1957年)
てl時 期|糊面積|伐採利用|山林売却|農地解放|用途転換|拘禁創立自主品番
第(1901~11917期) 1，623 293 11 1，313 5 
実 第 2 期 3，547 1，570 350 296 4 462 865 1918~1934 ) 
第(1935~31942期) 6，484 294 1，186 1，233 299 505 2，966 
第 4 期 3，622 201 854 3 382 2，180 数 1943~1950) 
戦後期 4，785 297 4，409 1951~1957) 1 77 (町)
計 1 20，0621 10，420 
構 第 1 期 100.0 18.2 0.6 80.9 0.3 
第 2 期 100.0 44.3 9.9 8.3 0.1 13.0 24.4 
成 第 3 期 100.0 4.5 18.3 19.0 4.6 7.8 45.8 
第 4 期 100.0 5.6 23.6 0.0 10.6 60.2 
比 戦 後 期 100.0 6.2 0.0 1.6 92.2 
(%) 
計 100.0 10.8 10.2 12.0 1.5 13.6 51.9 
注 1) i北炭山林史」第123表 p.264より作成.自然災害の大部分は野鼠被害，また用途用途転換の
うち 299町は戦後の米軍演習地への転用である.
2)なお，この1957年現在における総所有面積は27，835町で，その人工林率は37%であった.また
その人工林の令級配置は 1~10年生 51.3%， 1O~20年生 32.0%， 20~30年生 14.5%， 30年生以
上2.2%であった.(i北炭山林史J126表 p.265参照)
そして，昭和20年代末の戦後造林の急速な展開によっ
て， 1957年(昭32)には，その社有林総面積約2万8千町
の林積別面積は，人工造林地37%，天然広葉樹林19%，
天然針広混交林39%，無立木地5%となっていた.(向
上第 124表 p.264参照)
この人工林率37%について i北炭山林史」は次 のよ
うに記している.
「この現有人工造林地は第 124表に示すとおり，現有
山林総面積に対し37%の高比率に達しているが，これ
は，北海道内における各山林との比較において国有林の
3%はもとより，道有林の 5%，あるいは民有林の平均
11%をはるかにしのぎ，また前記の道内大手業者に比較
しても格段の差をつけており，社有林における集約的利
用と内容の充実ぶりをカ強く示している・J(向上p.263)
因みに，この1957年(昭32)当時の道内の主要な会社有
林のもとにおける人工林率を表5-19に示しておく.こ
れよりみるように，北炭とともに戦前期の山林経営にお
いて，その基底に農地における半封建的諸関係を形成し
た「北海殖産J (f日前田家林業所)の道南地方におけるス
ギ人工林が，戦前期，北海道の人工造林の先駆をなして
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いることを示している. (il稿注 4，注7参照)しかし，
表 5ー 18にも示したように，この北炭山林の人工造林地
のうち約45%は， 1951年(昭26)以降の戦後造林であった
ことを注目すべきである.すなわち，この時期までの戦
後拡大造林において，旧前国家林業所は，薪炭原木の授
受による半封建的諮関係を維持しつつ，戦前末の地主育
林経営の延長線上に対応したのであるが，北炭のそれ
は，敗戦直後より開始される国家的資源政策と石炭ブー
ムのもとでの北炭本社資本の資本蓄積に支えられた新た
な資本家的人工造林であったといえよう.そうした意味
で、は，この北炭山林の戦後造林は，これに続く昭和30年
代以降に展開される道内のパルプ資本を先駆とする資本
による拡大造林の先駆としての位置をもつものであっ
た.
(7) 以上のよ うな山林経営の諸事業の展開によって，
戦前期の北炭の山林経営は，約4万町の巨大所有のもと
で約850万石の立木伐採，約2万町歩の人工造林，そし
て最大時約2，300町(うち水田 260町)の農耕地を造成し
た.そして，戦後経営の出発点となった1951年(昭26)に
は，人工造林地約6千町，天然林約2万 1千町，無立木
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表5-19 道内主要会社有林の人工造林地の状況 (1957年3月現在)
うち人工造林地
業 種 所 有 者 面 積
積|比 率
備 考
面
町 町 % 
三菱鉱業 9，290. 1，876 20. 
雄別炭砿 5，90.4 410. 7 
炭鉱鉱山 三井鉱山 1，60.0. 2，897 25 
三菱金属 1，668 330. 20. 
オヒ 炭 28，558 9，772 34 
北日本製 紙 1，0.53 75 7 
北海道林 業 17，467 927 5 国策パノレプ所有林パル プ業
王 子造林 84，621 8，211 10 王子製紙所有林を含む
十条製紙 18，369 558 3 
熊沢造林 2，430 40 2 
新宮商行 4，300 507 12 
伊 藤 組 4，979 387 8 
木 材 業 第 一物産 21，649 1，633 8 !日三井木材
住友林業 14，30.0. 520 4 
道南植林 2，0.00. 442 22 
北海殖 産 7，842 1，892 24 旧前田林業
注)rゴヒ炭山林史」第121表 p.261より引用. なお，原資料は，昭和32年3月末「栄林会」調による
ものである.
地 1千町の計約2万8千町の土地所有と人工林蓄積30万
石，天然生広葉樹林65万石，同じく針広混交林55万石計
約 150万石の森林蓄積を所有していた. (蓄積について
は同上第127表 p.267参照，ただし資料は1957年現在)
なお，これらの土地 ・森林蓄積の当時における総評価額
は約320.万円であった. (表5-20.参照)因みに，1943年
(昭18)における土地所有は林野3万9千町， 農地1千
町，森林蓄積660万石であり，その評価額は 160万円で
あった.
つま り，これらの資源所有は，戦前期 ・戦時経済期を
通じての，諸経営の総体としての山林経営の結果であ
り，いわばその歴史的な総括でもあった.そして，こう
した総括のもとに，戦後の北炭の森林経営は再発足する
こととなったのである.
(8) 戦前期の山林経営における各期ごとの収益率およ
び諸収入の構成比の推移を表5-20に示す.
この表は，以上のベたよ うな山林経営の展開の特徴
を，第1期における小作料収入(農地地代)，第2期の前
期における伐木益(天然林地代+伐出利潤)そして第2
期後半以降における立木代(天然林地代)さらには第3
期(2)における木材収入(天然林地代+人工林地代+伐出
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利潤) と鮮かに示すものとなっている.また，その年度
別推移を図5-1に示しておいた.
(9) 北炭本社と山林経営の関連について稿の 「社
有林材の位置と役割」 ですでにのべておいた. (1稿 p.
62~64参照)
ここで、は，経営収入関係の位置付けを表5-21に示し
ておいた.この表は資料的制約もあ り，その時期的特徴
を明示しえないが，北炭資本の構成において，その山林
経営が一定の役割と位置をしめたのは，明治末，昭和初
期そして戦後の30.年代初頭の大不況期であり，また二度
にわたる戦時経済ブームにおいてであったといえよ う.
北炭資本による山林経営は，明治30年代に北炭資本に
よる土地取得を目的として開始された前期的造林事業お
よびそれにともなう天然伐出事業を起点、とするもので
あった.
これを起点として，北炭の諸土地経営の総体としての
山林経営が展開しその森林経営は昭和初期に地主育林
経営として成立した.
しかし，日本資本主義が戦時経済体制に移行する昭和
10年以降に，その森林経営は北炭資本の増伐要求によっ
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表 5-20 収益率および収入構成比の期別推移
|収益率 i収入総額! 収入にしめる構成比 (%) I型末普通
時期区分 1'1:!<. - "p 1 '1:!<./¥.n"';，jR 1----，----，----，----財産額
小作料|立木代|伐木益|その他 I(千円)
第1期(2)(附~印17) I 33.4 I 88 I 42.1 I 31.4 I 3.9 I 22.6 I 307 
第2期(1) (1918~1925) I 27.8 I 1，039 I 17.5 I 49.4 I 26.3 I 6.8 I 826 
(2) (1926~1934) I 68.5 I 2，784 I 14.3 I 64.7 I 12.1 I 8.9 I 2，094 
第3期(1) (1田5~1942) I 87.9 I 3，580 I 8.6 I 76.9 I 0.0 I 14.5 I 1，636 
(2) (1943~1950) I 6.5 I 199，184 I 0.9 I 4広8 I (41.2) I 12.1 I 3，199 
注 1)表 5-4 (n稿 p.22)，5-7 (!苛 p.30)，5-8 (同 p.31)および 5-12，5-13 (本稿)
より作成，第3期 (2)の伐木益は木材収入である.
2)期末普通資産額は r北炭山林史(下)・草稿」第77表 「私有林普通財産移動調J(JI稿表5-3
参照)より.
?????
k 
ll\、~ ¥I'ij ，¥->e /'¥ V'，' 
A入\えてとへ_...-~\.工X:::/汚行:y
(大2) 大10) 昭2)昭l的(昭20)
/Ji 
I ¥ 
丹('ji 
1，/ ¥ 
、-"，k〆町、、
刈 L、
注)表5-20に同じ
図5-1 収入に占める構成比の推移 (1913~1942) 
て，坑木生産のみを目的とする「合理化・近代化」を迫
られることとなった.この資本による「近代イヒ」要求を
具現化したのが， 1934年(昭9)に編成され翌年の1935年
より実施された第2次施業案であった.
こうした森林経営の方針転換を契機として北炭資本
は，当然、のことながら，資本の「合理性」にもとずくそ
の農地経営の「近代化」をも要求することとなった.こ
の農地経営の「近代化」は， 当初は畑作地の開放(売払
い)をともないつつ，水田の増反を志向する「合理化」
であったが， 1940年(昭15)以降は，その全面的解放へ向
うこととなった.この農地解放=売払い方針によって，
その小作農地は， 1945年(昭20)には， ピーク時の 3分の
lにまで縮小された.
このような，本社資本の要求による森林経営・農地経
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表 5-21 北炭本社利益に対する山林経営利益および同固定資産額に対する社有林資産の位置
年 度|本社総利益|山林経営利益 1本社回定資産|社有林資産 l利益比率|資産比率
千円千円 千円千円 1 (%) 1 (%) 
大正 4 (1915) 799 1 30，087 269 0.00 0.89 
9 8，337 56 57，744 523 0.07 0.91 
14 3，944 1 73，123 836 0.00 1.14 
昭和5 (1930) 3，638 97 76，462 2，171 2.67 2.84 
10 6，261 118 72，003 2，064 1.88 2.87 
15 14，832 348 147，897 1，736 2.34 1.17 
20 (1945) (上) 7，620 309 198，346 2，386 4.06 1.20 
25 373，469 1，549 6，817，400 0.41 0.05 
30 (下) 7，403 17，258 13，208，303 51，477 239.88 0.39 
注)出所:r北炭70年史J，第5表 「収支状況J (資料 p.52)，第3表「資産構成J (資料 p.50)，およ
び「北炭社有史(下)草稿J，第78表 「社有林経営収支実積表J，第77表「社有林普通財産移動
調」より作成.なお昭和20年の本社決算は下期がム4，577千円で年決算はム38，104千円の赤字で
あったため，上期の収入のみを対比した.同じく昭和30年も，石炭不況のため上期ム8，394千円
で年決算はど':'>4，991千円の赤字であったため下期の収入のみを対比した.
営の「近代化」は，その寄生地主的土地所有=半封建的
土地所有を基底とし基盤とする森林経営の地主育林経営
を変質させ，同時にその農地における寄生地主経営の解
体を志向することとなった.つまり，大正末期から昭和
初期にかけて成立した諸土地経営の総体としての北炭の
山林経営は，この1935年(昭10)以降の戦時経済下におい
て，その「近代イヒ」を北炭資本の要求によって開始させ
られることとなったので‘ある.
こうした「近代化」路線のもとで，一方では坑木生産
を目的とする大規模なカラマツ造林による拡大造林が進
行し，他方ではそのための林種転換を名目とする大増伐
が強行された.しかし，この拡大造林も量的には1942年
(昭17)までは実行されたが，それ以降は，その森林経営
の諸事業は立木処分を中心とする伐出事業へと一元化さ
れていくこととなった.
かくして，半封建的土地所有を基盤とし，寄生地主的
農地経営を基底とし，地主育林経営を中核と して展開し
た北炭の山林経営は崩壊し，その諸土地経営は総じて土
地所有へと後退していったのである.
以上のように，昭和10年代に開始された北炭の山林経
営の「近代化」は，その直営事業を空洞化させつつ縮小
しその農地経営を解体することとなった. このことに
よって，北炭の山林経営は土地所有へと後退していった
のである.
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そして戦時経済下に肥大化したその伐出事業は，1947 
年(昭22)の本社の機構改革によって，木材部木材課とし
て位置付けられ r全社用材の調達の責をもっJ (前出)
こととなった.つまり，この事業はその森林経営の一環
としての役割を離脱し新たに北炭資本の木材部門=原
料調達部門として，つまり資本として位霞付けられたの
である.伐出事業のこうした変質は，すでに戦時経済下
において実質化していたのであった.
こうした伐出事業の自立化，資本化は，同時にその森
林経営の土地所有への後退を必然化し促進するものであ
った.そして，自立化した木材資本としての木材部は，
その社有林の資源所有を基盤とし「価格の騰勢を牽制
する」武器としつつ，本社資本の原料要求に応じていっ
たのであった.
以上のように，明治末期において「副業」として位置
付けられ，大正2年以降の「山林資金勘定」のもと独立
採算制によって，北炭資本の一部としてその一翼を任っ
た北炭の山林経営は，北炭資本一直接的には原料調達部
として相対的な自立性をもっ木材部ーの支配下に従属す
ることとなったのである.そこでは，森林経営の技術的
合理性や自立的な経済採算性は度外視されざるをえなか
ったのであるが， この資本に従属した土地所有としての
森林経営の展開とその分析は次項の課題と したい.
